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京大東アジアセンターニュースレター   第 337 号
(旧・「京大上海センターニュースレター」) 







○ 中国関連本リスト  ２０１０年 第３報 













日時： 2010 年 10 月 23 日（土） １3：3０～１7：1０ 
           場所： 京都大学 吉田キャンパス 法経東館３階３１１演習室 
 
■経済発展セッション 
























時 間： 17:00－17:50 
報告者： 胡海青（西安理工大学）・ 白石麻保（北九州市立大学）・矢野剛（京都大学経済学研究科） 
テーマ： Ownership Effects for the Efficiency of Financial Intermediation through  





第 14 回 中国経済研究会予告 
 
  時 間： 2010 年 11 月 9 日(火) 16：30－18：00  
  場 所： 京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館 3階第 3教室 




 前期： 4 月 20 日（火）、 5 月 18 日（火）、 6 月 15 日（火）、7月 6日(火)、7月 20 日（火） 



















2010 年 11 月 6 日(土) 13 時 
京都大学百周年時計台記念館百周年記念ホール 
 
総合司会 京都大学大学院経済学研究科教授 椙山 泰生 
 
13:00-13:10 
挨拶 京都大学大学院経済学研究科長 田中秀夫 
東京大学ものづくり経営研究センター ディレクター 新宅純二郎   
13:10-13:50 
京都大学大学院経済学研究科 教授 塩地 洋  新興国における小型車･低価格車セグメントの構造 
      ―全体テーマと報告構成―   
第１部 非自動車セグメントのボリューム  
13:50-14:20 
エイムス ディレクター  菊地 捷  低速電気自動車の車体構造と普及の見通し   
14:20-14:50 
東京大学社会科学研究所 教授 田島 俊雄 「汽車下郷」と中国的農用車・微型車の命運 






inforBRIDGE 社長   繁田 奈歩 小型車中心のインド自動車市場 
      ―タタ･ナノの今後を探る―     
第２部 日中韓自動車メーカーのマーケティング戦略  
15:30-16:00 
明治大学国際日本学部 准教授 呉 在烜  現代自動車の現地適応戦略 
―エラントラが売れる理由－  
16:00-16:30 
東京大学ものづくりセンター 助教 李 澤建  奇瑞汽車のマーケティング戦略   
16:30-17:00 





懇親会（参加費無料）  於カンフォーラ 
司会 京都大学東アジア経済研究センター協力会 理事 宇野輝 
開会挨拶 京都大学東アジア経済研究センター長 劉徳強 
閉会挨拶 京都大学東アジア経済研究センター協力会 副会長 大森經徳 
 
参加資格： 自由参加、シンポジウム・懇親会とも入場無料 
申込方法： 事前に御所属と御氏名を shioji@econ.kyoto-u.ac.jp（塩地）までご連絡ください。 
問い合わせ先： ０７５－７５３－３４２８（塩地） 
************************************************************************************************ 
中国関連本リスト  ２０１０年 第３報 






１００．「朝鮮民主主義人民共和国と中華人民共和国」  平岩俊司著  世織書房  ５月７日 
１０１．「中国労働市場のジェンダー分析」  石塚浩美著  勁草書房  ５月１５日 
１０２．「中国の日本乗っ取り工作の実態」  福田博幸著  日新報道  ５月２５日 
１０３．「日本よ！ 米中を捨てる覚悟はあるか」  西村幸祐・石平共著  徳間書店  ５月３１日 
１０４．「遥かなる祖国」  花井正男著  風詠社  ６月１２日  
１０５．「教育は不平等を克服できるか」  園田茂人・新保敦子共著  ６月１８日 
１０６．「膨張する中国の対外関係」  天児慧・三船恵美共著  勁草書房  ６月２０日 
１０７．「中国東北『辺境』の重工業と食糧基地」  関満博編著  新評論  ６月２５日 
１０８．「アジア連合への道－理論と人材育成の構想」  天児慧著  筑摩書房  ６月２５日   
１０９．「覇権大国中国が小日本を消す日」  大林弘和著  ごま書房新社  ６月ごろ（発行年月日不明） 
１１０．「日本が中国の『自治区』になる」  坂東忠信著  産経新聞出版  ６月３０日 
１１１．「徹底解明！ ここまで違う日本と中国」 石平・加瀬英明共著  自由社  ７月１０日 
１１２．「裸の共和国」  加々美光行著  世界書院  ７月１５日 
１１３．「宇宙一危険な発狂中国」  太田龍著・守屋汎編  成甲書房  ７月２０日 
１１４．「日本人は誰も気付いていない在留中国人の実態」  千葉明著  彩図社  ７月２６日 
１１５．「中小製造業の中国進出はこうありたい」  安部春之・魚谷禮保著  日刊工業新聞社  ７月２６日 
１１６．「国際金融危機後の中国経済」  渡辺利夫監修・朱炎編  勁草書房  ７月３０日  
１１７．「毛沢東 ある人生」 （上・下）  フィリップ・ショート著  山形浩生・守岡桜訳  白水社  ７月３０日  
１１８．「改訂版 今、あなたが中国行きを命じられたら」  高田拓著  ビーケイシー ８月２日 
１１９．「中国で次に起こることは？」  邱永漢著  グラフ社  ８月５日 
１２０．「中国人件費の行方」  上海時迅商務有限公司調査・編集  エヌ・エヌ・エー  ８月１８日 
１２１．「暴かれた中国の極秘戦略」  袁紅冰著  まどか出版  ８月２０日 





１２３．「『親日』台湾の幻想」  酒井亨著  扶桑社  ９月１日 
１２４．「なぜ、横浜中華街に人が集まるのか」  林兼正著  祥伝社新書  ９月１０日 
１２５．「どっちがおっかない！？ 中国とアメリカ」  田母神俊雄・青木直人著  幻冬舎  ９月１０日 
１２６．「救国、動員、秩序―変革期中国の政治と社会」  高橋伸夫編  慶応義塾大学出版  ９月１０日 
１２７．「毛沢東の同志 馬海徳先生」 エドガー・A・ポーター著  菅田絢子・福島有子・鈴木恭子訳 海竜社 ９月１
１日 
１２８．「戦後日本人の中国像」  馬場公彦著  新曜社  ９月１７日 
１２９．「チャイナクライシスへの警鐘」  柯隆著  日本実業出版社  9 月２０日 
１３０．「中国の地下経済」  富坂聰著  文藝春秋  ９月２０日 
１３１．「上海バブルは崩壊する」  宮崎正弘著  清流出版  ９月２３日 
１３２．「中国で尊敬される日本人たち」  朱建榮著  中経出版  ９月２３日 
１３３．「日本・台湾・中国 築けるか新たな構図」  池田維著  シナノ  ９月２４日 
１３４．「中国の経済専門家たちが語る ほんとうに危ない中国経済」  石平著  海竜社  ９月２９日 
１３５．「蟻族―高学歴ワーキングプアたちの群れ」  廉思著  関根謙訳  勉誠出版  ９月３０日 
１３６．「新編 中国を知るために」  篠原令著  日本僑報社  １０月０１日 
 
≪ ２００９年８月以降発行分でリストアップ漏れ分 ≫ 
６５．「日本と中国を考える三つの視点」  桜美林大学・北京大学編  はる書房  ２００９年９月１０日 
６６．「現代中国の信教の自由」  土屋英雄著  尚学社  ２００９年１１月２０日 
６７．「大人のための近現代史：１９世紀編」 三谷博・並木頼寿・月脚達彦編 東京大学出版会 ０９年１０月３０日 
 
                                                             以上 
************************************************************************************************ 
読後雑感 ： ２０１０年 第１８回 




１．「中国の地下経済」   ２．「新編 中国を知るために」   ３．「中小企業の中国進出はこうありたい」 
４．「チャイナクライシスへの警鐘」   ５．「中国の経済専門家たちが語る ほんとうに危ない！中国経済」  
 
１．「中国の地下経済」  富坂聰著  文藝春秋刊  ９月２０日発行 





































２．「新編 中国を知るために」  篠原令著  日本僑報社刊  １０月０１日発行 

















































４．「チャイナクライシスへの警鐘」  柯隆著  日本実業出版社刊  9 月２０日発行 








































５．「中国の経済専門家たちが語る ほんとうに危ない！中国経済」  石平著  海竜社刊  ９月２９日発行 




































































































クシーの初乗り運賃は 0.8 ドル、A4 コピー一枚 2 セント(大学構内)、90 キロの公共バス運賃 2 ドル、田舎





















































Ministry of Industriy and Productivity (2008), Politica Industrial del Ecuador 
大西広(2008)「チャベスと毛沢東 東アジア型発展とチャベスのベネズエラとの距離について」『経済科学通
信』第 116 号 
Ohnishi,H.(2008), “A Democratic Revolution in Venezuela --under the socialists’ leadership”, proceedings 



































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009 年 9.1 11.0 15.5 1.9 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2008 年              
 8 月  12.8 23.2 4.9 28.1 289 21.0 23.0 ▲39.5 39.7 15.9 14.3 
 9 月 9.9 11.4 23.2 4.6 29.0 294 21.4 21.2 ▲40.3 26.0 15.2 14.5 
10 月  8.2 22.0 4.0 24.4 353 19.0 15.4 ▲26.1 ▲0.8 15.0 14.6 
11 月  5.4 20.8 2.4 23.8 402 ▲2.2 ▲18.0 ▲38.3 ▲36.5 14.7 13.2 
12 月 9.0 5.7 19.0 1.2 22.3 390 ▲2.8 ▲21.3 ▲25.8 ▲5.7 17.8 15.9 
2009 年             
1 月    1.0  391 ▲17.5 ▲43.1 ▲48.7 ▲32.7 18.7 18.6 
2 月  （3.8） (15.2) ▲1.6 (26.5) 48 ▲25.7 ▲24.1 ▲13.0 ▲15.8 20.5 24.2 





4 月  7.3 14.8 ▲1.5 30.5 131 ▲22.6 ▲23.0 ▲33.6 ▲20.0 25.9 27.1 
5 月  8.9 15.2 ▲1.4 (32.9) 134 ▲22.4 ▲25.2 ▲32.0 ▲17.8 25.7 28.0 
6 月 7.9 10.7 15.0 ▲1.7 35.3 83 ▲21.4 ▲13.2 ▲3.8 ▲6.8 28.5 31.9 
7 月  10.8 15.2 ▲1.8 (32.9) 106 ▲23.0 ▲14.9 ▲21.4 ▲35.7 28.4 38.6 
8 月  12.3 15.4 ▲1.2 (33.0) 157 ▲23.4 ▲17.0 ▲2.05 7.0 28.5 31.6 
9 月 8.9 13.9 15.5 ▲0.8 (33.4) 129 ▲15.2 ▲3.5 10.6 18.9 29.3 31.7 
10 月  16.1 16.2 ▲0.5 (33.1) 240 ▲13.8 ▲6.4 ▲6.2 5.7 29.5 31.7 
11 月  19.2 15.8 0.6 (32.1) 191 ▲1.2 26.7 10.0 32.0 29.6 34.8 
12 月 10.7 18.5 17.5 1.9 (30.5) 184 17.7 55.9 9.7 -44.6 27.6 31.7 
2010 年             
1 月    1.5  142 21.0 85.6 24.7 7.8 26.0 29.3 
2 月  (20.7) (17.9) 2.6 (26.6) 76 45.7 44.7 2.5 1.1 25.5 27.2 
3 月 11.9 18.1 18.0 2.4 26.3 ▲72 24.2 66.4 28.1 12.1 22.5 21.8 
4 月  17.8 18.5 2.8 25.4 17 30.4 50.1 21.3 24.7 21.5 22.0 
5 月  16.5 18.7 3.1 25.4 195 48.4 48.9 29.3 27.5 21.0 21.5 
6 月 10.3 13.7 18.3 2.9 24.9 200 43.9 34.6 8.3 39.6 18.5 18.2 
7 月  13.4 17.9 3.3 22.3 287 38.0 23.2 12.8 29.2 17.6 18.4 
8 月  13.9 18.4 3.5 23.9 200 34.3 35.5 21.2 1.4 19.2 18.6 
 
注：1.①「実質 GDP 増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と 2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応
している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ
る。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
